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６月に「まち・ひと・しごと創生基本方針 2015」を閣議決定、同年 12 月には総合戦略の
改訂版として「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2015 改訂版）」を発表している。そし
て、毎年基本目標とその基本目標を設定するために設定された重要業績評価指標であるＫ

















136 号）、地域再生法(平成 28 年 4 月 20 日施行、平成 27 年 8 月 10 日施行)、地域におけ
る大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する法律




































































て 42 大学が採択された。 
 地域経済の疲弊に加えて、わが国では 18 歳人口の減少期に入っており、2040 年には、
18 歳人口が 2018 年度の 120 万人から 80 万人台まで減少することが予測されている 25。
また、東京を中心とする関東圏への地方からの若者の流出に歯止めがかからない状況が続
いている。わが国政府は、こういった状況を改善すべく、地方大学の振興及び若者雇用等
に関する有識者会議からの最終報告 26を受け、地方大学への振興方策として、東京 23 区
での大学の入学定員増を 2028 年３月まで今後 10 年間認めないことをうたった「地域にお
ける大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業の促進に関する法
律」、いわゆる地方大学振興法が 2018 年５月 25 日に成立している。 

























































































び日本語教育機関に在籍している外国人留学生数は 267,042 人(対前年比 27,755 人
(11.6％)増)となっている。その内訳を見てみると、高等教育機関における留学生数の多い
国・地域は中国 79,502 人(対前年比 4,240 人増)、ベトナム 34,489 人(対前年比 6,910 人
増)、ネパール 14,850 人(対前年比 1,394 人増)であった。そして、日本語教育機関における
留学生数の多い国・地域は中国 27,758 人(対前年比 4,537 人増)、ベトナム 26,182 人(対前
年比 954 人増)、ネパール 6,650 人(対前年比 635 人増)となっている 33。 
 このように受入外国人留学生数は順調に推移しており、2020 年度までを目途とした「留














本人学生留学状況を合わせ、2016 年度は 96,641 人(対前年度比 12,185 人増)となり、留学
者数の多い国や地域は、米国 20,159 人(対前年比 1,483 人増)、オーストラリア 9,472 人(対
前年比 1,392 人増)、カナダ 8,875 人(対前年比 686 人増)となっている 34。 
ただし、ＯＥＣＤ、ユネスコ、米国国際教育研究所(ＩＩＥ: Institute of International 
Education)等の 2015 年統計による日本人の海外留学者数では、54,676 人(対前年度比 236
人減)であり、留学者数の多い国・地域は、米国 19,060 人、中国 14,085 人、台湾 6,319 人
となっている 35。 
 図表 1-1 にあるように、日本人の海外留学生数は、2004 年の 82,945 人をピークに下が






























































































































































年(2017)年度 私立大学・短期大学等入学志願動向」によると、入学定員充足率 46が 100％
未満の大学は 39.4％であり、前年度と比較して 5.1 ポイント低い結果となっており、入学






































































































かなければならないと考える。そのための仕組みとして、Robert S. Kaplan と David P. 
19 
 




























































から進学時、就職時に東京圏へ 12 万人規模の転入超過が続いている。 
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④ 欧州域内での単位互換制度であるＥＣＴＳ(ＥＣＴＳ：European Credit Transfer 











































その後、このエラスムス計画を受けて、2004 年から 2013 年にかけて５年ごとの２期に
わたるエラスムス・ムンドゥス(Ｅｒａｓｍｕｓ Ｍｕｎｄｕｓ)が計画された。第１期であ

































現在は 10 カ国から 30 大学がＡＵＮに参加し、つぎの組織目標を掲げている 25。 










学に加えて、わが国と中国、そして韓国から 21 大学が参加している 30。続いて、2010 年
にＡＵＮは、ＡＳＥＡＮ域内における留学生の流動性を高めるために、ＥＣＴＳをモデル










の協働モデルとして発足している 32。ＵＭＡＰには、アジア太平洋地域において現在 35 の
国や地域から 570 を超える大学が加盟している 33。現在、わが国におけるＵＭＡＰの国際
事務局は、「スーパーグローバル大学創成支援」事業タイプＢの採択校である東洋大学が担
っている 34。 
































して、世界的に注目されているＴＨＥ世界大学ランキング(Times Higher Education World 
University Rankings)とＱＳ世界大学ランキング(ＱＳ World University Rankings)につ
いて概観する。 
 









































教員 1 人あたりの博士号授与数 6.00% 
  

























外国人学生の比率 2.50% 外国人学生比率 5.00% 





























２ ＱＳ世界大学ランキング(ＱＳ World University Rankings) 
 ＱＳ世界大学ランキング(以下「ＱＳ」という)は、世界的に評判が高い教育コンサルティ
ングを行っている英国のＱＳ社が実施している世界大学ランキングであり、先述したよう















































































































いて概観していく。2019 年のＴＨＥでも 200 位以内には、東京大学と京都大学の２校の
みのランクインであった。同２校の直近６年のランク推移は図表 2-2 のとおりである。 
 このようにわが国を代表する東京大学の 2019ＴＨＥにおける順位は、42 位と前年度か







図表 2-2  ＴＨＥ 東京大学と京都大学 ランク推移 










2013-2014 THE 23 11 52 19 
2014-2015 THE 23 12 59 27 
2015-2016 THE 43 12 88 27 
2016-2017 THE  39 11 91 25 
2018 THE  46 13 74 27 
2019 THE 42 － 65 － 




シンガポールの National University of Singapore(シンガポール国立大学)は、直近４ヶ
年で、26 位から 24 位、22 位と順位を上げていたものの、2019ＴＨＥではその順位を一
つ下げ 23 位であった。そして、中国の Peking University(北京大学)もまた、42 位から 29
位、27 位と順位を上げていたが、2019ＴＨＥでは 31 位に順位を下げた。一方、中国の
Tsinghua University(精華大学)は、47 位から 35 位、30 位とその順位を上げ、2019ＴＨ
Ｅでは 22 位へ躍進した。また、香港の University of Hong Kong(香港大学)もまた、44 位

































2016 QS 39 38 
2017 QS 34 37 
2018 QS 28 36 
2019 QS 23 35 



















が、わが国の大学全体の学生数が約 282 万人、教職員数が約 40万人であり、37 大学の学









 図表 2-4 は「スーパーグローバル大学創成支援」大学事業に採択された 37 校に共通と
なる 24 の指標ごとに、2013 年度から、補助期間の最終年度までの達成状況および目標値








図表 2-4 「スーパーグローバル大学創成支援」事業 全 37大学指標別割合一覧 
評価指標 2013 2014 2015 2016 2017 2019 2023 
教員に占める外国人及び外国の大学で学位を取得し
た専任教員等の割合 
27.6 28.5 29.4 31.4 33.0 39.6 47.1 
職員に占める外国人及び外国の大学で学位を取得し
た専任職員等の割合 
5.0 5.5 6.0 6.6 6.7 8.8 12.3 
教職員に占める女性の比率(教員) 15.6 16.2 16.8 17.1 17.4 20.3 23.8 
教職員に占める女性の比率(職員) 42.2 43.8 45.1 45.9 46.5 45.4 46.9 
全学生に占める外国人留学生の割合(5 月 1 日時点) 6.5 6.7 7.1 7.7 8.4 10.4 13.0 
全学生に占める外国人留学生の割合(通年) 8.8 9.7 10.7 12.2   14.5 18.1 
大学間協定に基づく交流数(派遣日本人学生) 2.6 3.1 3.4 4.1   5.8 8.4 
大学間協定に基づく交流数(受入外国人留学生) 1.5 1.8 2.3 2.9   3.8 5.5 
日本人学生に占める留学経験者の割合 3.1 3.6 3.9 4.5   8.2 12.6 
外国語による授業科目数・割合 7.2 8.1 9.7 11.7   15.2 21.9 
外国語のみで卒業出来るコースの数 18.9 19.5 20.2 22.1 24.5 27.6 32.0 
外国語のみで卒業出来るコースの在籍者数 3.9 4.1 4.4 5.5 6.0 7.2 9.4 
学生の語学レベルの測定・把握、向上のための取組 13.9 15.3 17.0 18.4   33.8 46.8 
ナンバリング実施状況・割合 11.2 16.9 38.5 61.9 78.3 93.6 100.0 
シラバスの英語化の状況・割合 11.8 16.4 22.0 32.1 38.2 63.9 70.6 
奨学金支給の入学許可時の伝達 41.8 45.7 50.5 55.2   56.0 64.4 
混住型学生宿舎に入居している外国人留学生数、留学
生宿舎に入居している外国人留学生数に占める割合 
53.2 58.2 63.7 70.0 73.2 78.4 83.4 
混住型学生宿舎に入居している日本人学生数、全日本
人学生数に占める割合 
2.2 2.3 2.4 2.7 3.0 3.5 4.3 
年俸制の導入(教員) 17.1 18.0 23.1 26.4 28.7 31.2 35.9 
年俸制の導入(職員) 9.2 10.6 11.5 12.3 12.9 12.2 15.1 
テニュアトラック制の導入 7.1 10.8 12.0 13.7   13.6 16.1 
事務職員の高度化への取組 8.6 9.9 11.2 14.1 15.1 19.9 27.5 
学生の主体的参加と大学運営への反映の促進 48.1 50.7 51.4 64.8   75.6 81.0 







 これら指標の達成状況を個々にみていくと、2016 年度の目標値を超えている指標は 11





























































































































図表 2-5 広島大学が独自に作成した教員一人あたりのＫＰＩ（2023 年度の目標値） 
国際化 100 points = 20 points（外国語による授業担当を 2 科目）+ 40 points（留
学生受入２人) + 10 points（国際共著論文１報) + 30 points（研究者の海外
からの招聘 3 回あるいは海外への派遣３回) 
外部資金受入 150 points = 外部から獲得する研究資金が約 1,500 万円 
ＳＣＩ論文数 300 points ＝ Science Citation Index（サイエンス・サイテーション・イ
ンデックス）への投稿論文数が３報 
博士人材養成 150 points ＝ 博士後期課程への新たな入学数が 0.75 人で 75points +  博
士後期課程の学位授与数が 0.75 人で 75 points 
授業担当 300 points ＝ 担当する授業を受講した学生数×単位数が 300 単位（総学生
数×総受講単位数は約 45 万単位） 










図表 2-6 のとおりである。 










































図表 2-6 ＴＨＥ日本版 評価指標とその割合一覧(年度比較) 











































企業人事の評判調査 7% 20% 10% 20% 
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化のために取り組んでいる。直近では、2018 年 5 月 25 日に、東京 23 区での大学の入学














































図表 3-1 ＡＰＵの基本情報 









総学生数(2018年 5 月 1日現在) 
学部生 大学院 科目等履修 
アジア太平洋学部 660 12 18 2,592 
5,636 190 137 
国際経営学部 660 22 31 2,648 





① 県内進学者……2005年から 2009 年までの統計データによると、毎年 130 名前後の
学生がＡＰＵに進学している。 
② 県内企業への就職……学生の多くが首都圏に就職するなか、これまで県内企業に就
職する学生が 200 名近くになっている。 
③ 外国人留学生の県内企業への就職……海外進出や貿易拡大を図ろうとする県内企業、
ホテルや旅館といった観光業界に就職する外国人留学生が例年 5 名から 10 名となっ
ている。 




















































る人口は、2009 年当時で、学生 6,005 人、教職員 447 人、教職員の家族 283 人、関連会




しかしながら、ピーク時の 1980 年 9 月末には 134,419 人であった別府市の人口は、Ａ
ＰＵ開学によって一時下げ止まったものの、その後減少が続き 2018年 9月末には 118,197




























































































































図表 3-2 留学生支援組織 参加団体一覧 











































































































































































































約 120 億円にのぼる。詳細な内訳は図表 3-3 のとおりである。 
 



















 2006 年度の別府市内総生産は 3,565.5 億円であり、このＡＰＵ関連が別府市内で支出す
る総支出額 120.9 億円が生み出す付加価値額の 72.2 億円は 2.0％分となり、経済規模を
2.0％押し上げていることになる 29。 
 そして、ＡＰＵ関連の支出が大分県にもたらす全体の経済波及効果を図表 3-4 のとおり
算出している。 
 




内  容 






③第 2 次間接波及効果 13.9 ①と②の生産に伴って発生する雇用者所得が、さらに一定
の割合で消費に充てられて喚起される波及効果 
④経済波及効果小計(①+②+③) 120.5  
⑤ＡＰＵの直接生産額 91.2 ＡＰＵの年間収入(ＡＰＵが直接生み出す生産額、ＡＰＵ
の運営に含まれる付加価値額は 23.5 億円) 























て、国際教養大学が秋田県にもたらす経済効果は年間 40億 1,500万円と推計している 32。 
 









国際教養学部 175 700 884 60(うち外国人教員 33) 32(うち外国人教員 10) 
専門職大学院 30 60 39 12(うち外国人教員 5) 3(うち外国人教員 0) 
(出所)国際教養大学「基礎データ」に記載のデータを基に筆者作成 
 
図表 3-6 国際教養大学が秋田県にもたらす経済波及効果  (単位：百万円) 
  直接効果 一次波及効果 二次波及効果 総合効果 
教育・研究活動による効果 33 561 179 88 828 
教職員・学生の消費による効果 34 1,532 481 213 2,225 
その他の活動による効果 35 137 59 28 224 
施設整備による効果 36 481 146 111 739 






 図表 3-6 の経済波及効果は、国際教養大学の 2012 度財務諸表および大学関連資料なら











































 ① コストの軽減……情報収集と確認におけるコストを抑えることができる。 













 ③ 移民政策……国の移民政策による制約等が緩やかである。 







 ⑦ 大学入学基準……出身国における大学に入学するための基準が厳しい。 
 ⑧ 国と国との関係性……受け入れる国との間の関係性として、地理的、歴史的関係性
や貿易上の関係性がある。 






















































































































2014 年 5 月 1 日現在 
教職員数 






学生数 学部 大学院 計 学部 大学院 計 教員数 職員数 



























2017   
総合 23 位 




2018   
総合 34 位 




(出所)Between(2017b、24 頁)および Between(2018、26 頁)  
 







 ③ 国際公募による外国人教員採用 54……外国人教員の比率は、学生数 1,000 人以上
3,000 人未満規模の大学のなかで、全国１位の 39.6％である 55。 
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陶冶をめざすことを国際教養(International Liberal Arts)の教学理念としてきた」66。 
 ② 英語で学ぶ授業……すべての授業が英語で展開されており、その授業を英語で学ぶ





















 ⑦ 高い外国人教員比率……外国人教員の比率は、学生数 1,000 人未満規模の大学のな
84 
 
かで、全国２位の 46.9％である 75。 
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 ＢＳＣは、民間企業において多くの成功事例がある。本項では、Kaplan and 
Norton(2001) 30 および Kaplan and Norton(2005)31 に示されているいくつかのＢＳＣの
成功導入事例のなかから、代表的なエクソンモービルとノースウエスタン・ミューチャル
社の成功事例について、導入背景や特に顕著といえる成果について概観する。 



































しかしながら、2009 年に実施された森口(2010)の調査 40 では、導入している企業が
11.3％、導入を検討中の企業が 2.3％となり、両者を合わせても 13.6％となっている。ま







図表 4-1 企業におけるＢＳＣ導入状況 
 
(出所)森口(2010、131 頁)の「図表 8」に、乙政・梶原(2009、2 頁)の「図表 1」調査結果、









































送付社数 827 約1,500 300 1,534 1,043 1,716 1,691 1,035
回答数 161 151 107 68 366 151 221 45
回収率 19.5% 約10％ 35.7% 4.4% 35.1% 8.8% 13.1% 4.3%
BSC導入状況
回答数（比率）




　導入を検討中 17(10.6%) 13（8.6％） 31（29.0％） 18（27.3％） 57(16.2%) 5(3.3%) 2(4.4%)
　導入を検討した
　が断念した
1(0.6%) 30（19.9％） 7(2.0％) 15(9.9%)
　現時点での導入
　を考えていない















72(44.7%) 93（61.6％） 27（25.2％） 5（7.6％） 49(14.0%) 54(35.8%)
　無回答 1(0.7%)
合計 161社 151社 107社 68社 351社 151社 220社 45社
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 注 1 森口(2010、131 頁)の表からは、日本能率協会・日本能率協会総合研究所および能
村総合研究所の調査について、調査対象が他の調査と異なることから削除している。 
注 2 森口(2010、131 頁)は、乙政(2004、128 頁)を基に加筆・修正されたものである。 
 
青木・櫻井(2003)が行った調査によると、回答企業の83.2％が目標管理を導入している。




































































































図表 4-3 高等教育機関における業績測定アプローチの分析 

































































































































































(出所)Juha Kettunen(2015, p. 60)の「Figure.1」を筆者翻訳 
注１  ＦＩＮＥＥＣは、The Finnish Education Evaluation Centre の略称である。フ
ィンランドの高等教育機関は、定期的に監査を受けなければならいという規定に基
づいてＦＩＮＥＥＣと協力している。 






















































































































































































































































































































は、戦略をマネジメントする必要があることから、企業での導入実績の多い Robert S. 
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は 24.7％であったが、2000 年には 39.7％となり、2009 年に 50.2％まで上昇し 50％台に




































入学定員が 500 人未満のすべての大学で、入学定員充足率が 100％未満となっている 3。
また、入学定員未充足校のなかでも、前年度から２年連続して入学定員が未充足であり、



























 「国立大学法人等の決算について－平成 28 年度」を基に、国立大学の財務状況につい
て、国立大学の財務状況を考察していくうえで、重要であると考えられる経常費用、経常
収益、運営交付金と外部資金獲得状況、寄付金の獲得状況、人件費及び人件費比率の推移




















③ 運営交付金と外部資金獲得状況(受入額ベース)……2014 年から 2016 年にかけて３
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期連続して全体の受入額は減少している。運営交付金は、2016 年度は１兆 945 億円









④ 寄付金の獲得状況(受入額ベース)……2011年度は 908億 4,600万円であった受入額
と比較すると、2016 年度は 1,236 億 3,800 万円と約 136％増となっている。「寄付金
は、他の外部資金と比べて弾力的に教育研究の目的に使用することができる財源であ
り、各法人が獲得に向けて注力している」11としている。 
⑤ 人件費及び人件費比率の推移(法人全体)……2014 年度１兆 4,558 億円、2015 年度
１兆 4,835 億円、2016 年度１兆 4,982 億円となっており、３期連続して人件費が増加
している。「競争的資金等によるプロジェクト研究等の推進、附属病院における診療業
務の充実といった事業規模の拡大に伴って、人件費が増加している」12としている。 
人件費比率は、上昇傾向にあり、2013 年度は 50％を少し下回っていたが、2016 年
度は 50％を少し上回っている。その要因として「平成 24 年度及び平成 25 年度は、
国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律の趣旨を踏まえた給与減額支給措
置が行われていたことが影響」13としている。 




















 2016 年 11 月に開催された財政制度等審議会財政制度分科会において、文部科学省高等
教育局は、その資料のなかで、2004 年から 2016 年にかけて運営交付金が減少しているこ
とを受け、その減少が及ぼす影響についてつぎのように整理している 16。 



















































 2004 年に公立大学法人制度が導入され、2018 年４月 1 日現在において公立大学数 88
校のうち、74 校が公立大学法人化している。1989 年の公立大学数は 39校であり、公立大
学に学ぶ学生数は６万人であった。2017 年では、89 校となり学生総数は 15 万人を超えて
おり、大学数、在籍学生数ともに増えている。現在、大学数は 779 校あるうち、公立大学
は 89 校となっており、全体の 11.4％の割合となっているが、在学生数の割合は全体の
5.29％となっている 22。 
その規模をみていくと、収容定員が 3,000 人以上の大学は、首都圏大学東京(収容人員





























図表 5-2 公立大学法人に移行した地方大学一覧 
公立大学 
法人転換年 
名称 開学年度 旧名称 所在地 学部 
入学定員 
2009 年 高知工科大学 1997 年 高知工科大学 高知県香美市 520 
2010 年 静岡文化芸術大学 2000 年 静岡文化芸術大学 静岡県浜松市 320 
2010 年 名桜大学 1994 年 名桜大学 沖縄県名護市 425 
2012 年 公立鳥取環境大学 2001 年 鳥取環境大学 鳥取県鳥取市 276 
2014 年 長岡造形大学 1994 年 長岡造形大学 新潟県長岡市 230 
2016 年 山口東京理科大学 1995 年 山口東京理科大学 山口県小野田市 320 
2016 年 福知山公立大学 2007 年 成美大学 兵庫県福知山市 120 
2017 年 長野大学 1996 年 本州大学 長野県上田市 340 
2018 年 公立諏訪東京理科大学 1949 年 東京理科大学 長野県茅野市 300 
2018 年 公立小松大学 1988 年 小松短期大学と 
こまつ看護学校統合 
石川県小松市 240 


























別に帰属収入差額比率の分布を発表している 30。同データに基づいた図表 5-3 によると、
2015 年度は調査大学総数 592 大学のうち、地方にある中小規模校の 45.4％にあたる 138
大学において帰属収支差額比率がマイナスとなっている。また、都市にある中小規模校の
34.4％にあたる 78 大学がマイナスの帰属収支差額比率となっている。 




た結果、2014 年度から 2016 年度にかけて損益が判明している 422 法人の内、３期連続し
て赤字となった法人は全体の 19.9％にあたる 84 法人、２期連続して赤字となった法人が
6.4％にあたる 27 法人であると発表した。また、2016 年度の単年度赤字となったのは全体
の 37.2％にあたる 163 法人であるとしている 31。 











図表 5-3 帰属収支差額比率 33の状況一覧 
  帰属収支差額比率がマイナス 帰属収支差額 
比率がプラス 
合計 
592 大学 ～△20％ △20％～△10％ △10％～0％ 
数 割合(％) 数 割合(％) 数 割合(％) 数 割合(％) 数 割合(％) 
地方・ 
中小規模34 
61 20.1% 29 9.5% 48 15.8% 166 54.6% 304 100.0% 
都市 35・ 
中小規模 
26 11.5% 16 7.0% 36 15.9% 149 65.6% 227 100.0% 
地方・ 
大規模 
1 6.3% 0 0.0% 0 0.0% 15 93.8% 16 100.0% 
都市・ 
大規模 


















































































を選択し、2010 年度の主な収入源の割合および資産運用の運用利回りを図表 5-5 のよう
に示している 46。 
 
図表 5-4 米国の主要大学の収入内訳割合 
2011 年度 学生納付金 補助金 その他 投資収入 運用利回り ペイアウト率 
ハーバード大学 19.6% 22.5％ 26.3％ 31.6％ 21.4% 4.3% 
スタンフォード大学 12.2% 33.1％ 33.9％ 20.8％ 21.9% 5.9% 
エール大学 8.9% 25.0％ 30.0％ 36.1％ 22.4% 5.7% 
デューク大学 15.1% 26.2％ 40.4％ 18.3％ 17.3% 4.1% 
ノースウエスタン大学 27.5% 27.0％ 26.3％ 19.1％ 24.5% 5.8% 
５校平均 15.9％ 26.9％ 31.3％ 25.9％ 21.5% 5.2% 




















図表 5-5 わが国の主要大学の収入内訳割合 
2010 年度 学生納付金 補助金 その他 投資収入 運用利回り 
早稲田大学 69.7% 14.4% 14.1% 1.8% 1.0% 
立命館大学 79.0% 11.9% 7.7% 1.3% ▲1.2％ 
明治大学 81.8% 9.5% 7.3% 1.5% 2.9% 
関西大学 83.8% 10.0% 7.9% ▲1.7％ 1.4% 
中央大学 79.7% 10.1% 13.9% ▲3.7％ ▲3.2％ 
５校平均 77.4% 11.7% 10.5% 0.4% 0.4% 
(出所)小藤(2013、65 頁、70 頁)。同稿 65 頁に記載されている「図表１」より割合のみ抽
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European Association for International Education )、アジアで開催されるＡＰＡＩＥ年
次大会(ＡＰＡＩＥ: Asia Pacific Association for International Education)で行われている




















































 ① 自己統制と個人技能の向上(Managing self and personal skills)……自分の態度を意
識するとともに、それが他者にどのように影響するのかを意識する。そして、専門的
知見が必要となる場に適応できるよう、個人の技能を高める。  
② 優れたサービスの提供(Delivering excellent service)……内外のクライエントに優
れたサービスを提供する。また、サービス基準を向上するために必要となる信頼関係
で結ばれた、広いオープンな関係を形成する。 
  ③ 実行可能な解決方法の発見(Finding solutions)……俯瞰的なものの見方をし、熱意
をもって問題解決にあたり、実行可能な解決方法を見つける。そして、イノベーショ
ンの機会を見極める。 
  ④ 環境変化への適応(Embracing change)……働くにあたって、新たな考え方や方法を
積極的に取り入れる。また、これまでになかったような環境の変化に応じて適応する。 
 ⑤ 最も効果的な資源活用(Using resources effectively)……ヒト、時間、情報、ネット
ワークおよび予算といった資源を最も生産的に活用する。 
⑥ より広い文脈での貢献(Engaging with the wider context)……より大きな観点での
理解と組織価値へのコミットメントを示すことによって、組織への貢献度を高める。 
⑦ 自己と他者の能力開発(Developing self and others)……継続して自身が能力開発し
貢献していることを示す。また、他者の潜在的な能力を引き出すために、知識や技能、
態度を開発できるよう支援するとともに、奨励する。 
⑧ 目的達成のための他者との協働(Working together) ……目標や目的を達成するた
めに他者と協働する。そして、他者と協働するプロセスが、さまざまな貢献を促進す
ることを認知するとともに、高く評価する。 
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  つぎに「国立大学法人法の一部改正」の概要は、つぎのとおりである。 











③ 教育研究評議会（第 21 条第３項関係）……「国立大学法人の教育研究評議会の組織





















  ③ 経営協議会……「経営協議会については、経営に関する重要事項の審議のみならず、
外部からの大学運営に対する意見を聴取する貴重な場であり、会議において実質的な
議論が行えるようにする」29。  
  ④ 教育研究評議会……「教育研究評議会が教育研究に関する重要事項を審議する場と
しての機能を十分に果たすことができるようにする」30。 



















































































































図表 7-4 経営理念の階層 



















階層 不変 or可変 概念 
上位概念（理念） 不変 創始から伝えられることで組織の基軸となるもの 




































































































































悪化し、2009 年３月の決算では、営業損益 508 億円、最終損益 631 億円の赤字となった。




復を果たして、2011 年度決算として 2012 年５月には営業利益 2,049億円と過去最高決算
を発表した。この背景に大規模リストラが行われたことに留意しておく必要がある。具体
的には、企業再生支援機構から 3,500 億円の出資、5,215 億円にのぼる金融機関の債権放
棄、従業員の 30％にあたる１万６千人の削減、従業員の給料削減、不採算路線からの撤退、
保有機体数の削減などが行われた。これら大規模なリストラ効果もあって、この 2012 年
3 月期決算では、売上高および営業収益は 7,463 億円も減少しているものの、営業費用は




























































































































































図表 7-5 組織別意識改革のための 6つの原則 
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図表 8-1 価値創出と価値共創の比較 





価値創出主体 企業 企業と消費者 
消費者の態度 受動的 能動的 
ソリューションの主体 企業 消費者間もしくは企業と消費者 











































































































































図表 8-3 ＧＤＬとＳＤＬ、教育への適用の比較 
考え方 ＧＤＬ ＳＤＬ 教育への適用の場合 


























































































































































































































































































































































































































































































アクティブラーニングの授業数割合が 2014 年度は全体の 50.7％であったものが、2016 年
度には 56.7％に上がっている。第２に、それらの授業履修者数も 2014 年度の 1,938 人か
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が創設のコンセプトとして国際化した大学を目指し、外国人留学生の学生構成比率 50％、






































































































































(出所) Kaplan and Norton(2005、 62 頁)に記載されている「図表 2-1」に、大学の基本型
を加えて筆者作成 
 
 図表 9-1 に示した基本型を踏まえ、地方大学経営を想定した戦略マップを提言する。図













想定した戦略マップである。Kaplan and Norton(2005)10に基づいて、図表 9-2 について
解説する。 
 


















(出所)Kaplan and Norton(2005)、62 頁「図表 2-1」、76 頁「図表 2-6」、83 頁「図表 2-9」、
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注１ 訪問先は、本論文に関連して記述している順に掲載している。 
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